
緒　　　言

緩和医療領域では，点滴ルート確保が困難な場合が多

く，皮下投与も含めた限られた点滴投与ルートで医療用麻

薬も含め投与されている．厚生労働省は，医師，看護師，

薬剤師などが協働して在宅医療への移行を推進してお

り1），入院から在宅医療まで幅広い環境で治療が行われて

いる．その際，注射薬使用には，Patient Controlled Anal-

gesia（PCA）ポンプやシリンジポンプ等医療機器の選定，

それに応じた注射薬の組成・流速の設定，複数薬剤使用時

の配合変化回避の検討をはじめとした点滴ルートマネジ

メントが重要である．

緩和医療領域での薬剤師の関わりは，医療用麻薬を中心

に，薬剤選択や投与経路の選択，副作用対策，在宅医療へ

の移行時の点滴管理などが報告されている2-4）．しかしな

がら，配合変化の回避に向けた取り組みの報告は少なく，

緩和医療領域での実態は明らかではない．注射薬の配合変

化は，病棟薬剤師を中心に医療従事者から相談が多い分野

であり，薬剤師の積極的な関与が求められている業務のひ

とつである5-10）．配合変化試験は，配合変化を回避するう

えで有用な情報源であり書籍等でデータベース化されてい

るが11），製薬会社主導で実施された組み合わせが多く，臨

床現場が求めている注射薬配合の情報が十分でない場合が

散見される．加えて，医療用麻薬に関する情報は少なく，

配合変化回避に向けた点滴ルートマネジメントの在り方に

関して薬剤師により相違がある可能性が想定される．

日本医科大学多摩永山病院（以下，当院）は，院内に医

療用麻薬も含めた外観変化など物理的配合変化試験環境を

有しており，配合変化試験に基づいた点滴ルートマネジメ

ントを実施している5, 6）．そこで今回，緩和医療における

臨床現場での配合変化に関する実態および情報ニーズを明

確にし，配合変化試験に基づいた点滴ルートマネジメント

の必要性を検討することを目的に，医療用麻薬注射薬を中

心に日本緩和医療薬学会（以下，当学会）の緩和薬物療法

認定薬剤師（以下，認定薬剤師）に対してアンケート調査

を実施したため報告する．

方　　　法

1． 対象者，調査方法および調査期間
対象者は，2020 年 3 月時点で認定薬剤師名簿に登録さ

れている病院薬剤師 715 名とした．調査方法は，Google Ⓡ

フォームを用いた web 方式によるアンケート調査とし，

無記名で個人が特定できない形で実施した．計 13 問の調

査内容を表 1 に示す．問①～④は対象者の背景，問⑤～

⑦は配合変化に関する問い合わせについて，問⑧～⑬は医

療用麻薬（注射薬）のルートマネジメントおよび当院にて

配合変化試験を予定している医療用麻薬との配合試験対象
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　［要旨］　緩和医療領域では，点滴ルート確保が困難な場合が多く，皮下投与も含め限られた投与ルートで医療用
麻薬などが投与されており，配合変化回避を含めた点滴ルートマネジメントが重要である．しかし，配合変化回避
に向けた取り組みの報告は少なく，緩和医療領域での実態や情報ニーズは明らかでない．そこで，日本緩和医療薬
学会 緩和薬物療法認定薬剤師に対してアンケート調査にて評価した．715 名中 185 名から回答があり，95.7% の回
答者が配合変化試験未実施の組み合わせの配合に関する相談応需の経験があり，88.1% の回答者が不安を伴って回
答している現状が明らかになった．加えて，配合変化だけでなく同一ルート投与時の流速変動などを懸念する意見
も得られ，緩和医療領域での点滴ルートマネジメントの必要性が明らかとなった．今後，緩和医療の医療安全に貢
献すべく，配合変化試験に基づいた点滴ルートマネジメントを確立していく予定である．
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薬剤（表 2）についての質問とした．回答は自由記載以外

の項目は必須回答とした．調査期間は 2020 年 11 月 1 日～

12 月 15 日とし，回答のあったものを集計対象とした．自

由記載に関しては，共通する内容を分類し集計した．

2． 倫理的配慮
本研究の実施については，当院倫理委員会において承認

を得た（承認番号：666）．また，アンケート調査は，当

学会理事会の承諾を得て，研究推進委員会の協力のもと実

施した．対象者へは本調査の目的および調査結果を学会等

で公表する旨を文書にて説明し，回答返信をもって本調査

の参加同意とした．

結　　　果

1． 対象者の背景
対 象 者 715 名 中 185 名 よ り 回 答 が あ り， 回 答 率 は

25.9% であった．薬剤師経験年数は 19 ± 8 年，緩和領域

に携わっている年数は 12 ± 4 年であった．所属では，緩

和ケアチームのみが 61.6%（114 名），緩和ケア病棟のみ

が 11.4%（21 名）またはその両方に所属が 15.1%（28 名）

と，回答者の 88.1% が緩和医療に関わっていた．

2． 配合変化に関する問い合わせ
配合変化に関する問い合わせについて表 3 に示す．問

い合わせを最も多く受ける部署については，病棟 72.4%

（134 名）が最も多かった．医師または看護師からの問い

合わせの頻度については，よくある 48.1%（89 名），たま

にある 48.6%（90 名）であり，全体の 96.7% を占めた．

質問への返答に不安を感じるかどうかについて，たまにあ

る 68.6%（127 名）が最も多く，よくある 19.5%（36 名）

であり，全体の 88.1% が不安を伴いながら返答していた．

配合変化のデータがない薬剤の組み合わせの経験について

は，よくある 53.0%（98 名），たまにある 42.7%（79 名）

であり，全体の 95.7% を占めた．

返答に不安を感じた具体例（自由記載）を表 4 に示す．

配合変化の報告がなく，pH，物性や症例報告等から予測

する場合が 73 件と最も多く，次いで 3 剤以上の配合を検

討する場合が 14 件，残存率の結果がない組み合わせの配

合を検討する場合が 8 件，などが挙げられた．

3． 医療用麻薬（注射薬）の点滴ルートマネジメント
医療用麻薬（注射薬）の点滴ルートマネジメントに関す

る質問の結果を表 5 に示す．医療用麻薬（注射薬）使用

に関する院内運用マニュアル（組成・投与方法・換算等）

表 1　アンケート内容

質問 回答選択肢

① 経験年数 記述回答

② 緩和領域に携わっている年数 記述回答

③ 所属 緩和ケア病棟のみ，緩和ケアチームのみ，緩和ケア病棟および緩
和ケアチーム，どちらにも所属なし

④ 配合変化の問い合わせを最も多く受ける部署 病棟，調剤・ミキシング（麻薬管理，内服調剤，注射調剤，製剤
を含む）
医薬品情報室，緩和ケアチーム，その他

⑤ 医師または看護師からの併合変化に関する問い合わせの頻度 よくある，たまにある，あまりない，まったくない

⑥ 配合変化に関する質問への返答に不安を感じるか よくある，たまにある，あまりない，まったくない

返答に不安を感じる具体例 （自由記載）

⑦ 配合変化のデータがない薬剤の組み合わせに関する質問はあ
るか

よくある，たまにある，あまりない，まったくない

⑧ 院内医療用麻薬使用マニュアル内での配合変化に関する情報 配合変化早見表など具体的な薬剤について記載している，具体的
記載はないが単独投与などの注意喚起はしている
マニュアルは作成しているが配合変化に関する記載はない，マニュ
アルを作成していない，その他

⑨ 医療用麻薬（注射薬）開始時に最も推奨する投与ルート 持続「皮下」注射を推奨する，持続「皮下」注射を推奨するが状
況により持続「静脈」注射を推奨する
持続「静脈」注射を推奨するが状況により持続「皮下」注射を推
奨する，持続「静脈」注射を推奨する

⑩ 「配合変化に問題のない薬剤」との同一ルートでの投与につい
て

まったく抵抗はない，あまり抵抗はない，やや抵抗がある，抵抗
がある

⑪ 「配合変化の情報がない薬剤」との配合について
pH 等を利用した可否の判断について

まったく抵抗はない，あまり抵抗はない，やや抵抗がある，抵抗
がある

⑫ 外観変化や pH 変化を検討した配合変化試験結果について 大変参考になる，まあまあ参考になる，ほとんど参考にならない，
まったく参考にならない

⑬ 医療用麻薬と他剤における配合変化についての意見
現在検討中の配合変化試験対象薬リストに関する意見

（自由記載）
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作成に関して，マニュアル内で点滴ルートマネジメントま

で言及している回答は計 28.6%（53 名）であった．医療

用麻薬（注射薬）開始時に最も推奨する投与ルートについ

て，持続皮下投与を推奨が計 47.6%（88 名），持続静脈注

射を推奨が計 52.4%（97 名）であった．医療用麻薬（注

射薬）と「配合変化に問題のない薬剤」との同一ルートで

の投与について，抵抗はないとした回答が計 59.5%（110

名）であり，抵抗があるとした回答が計 40.5%（75 名）

であった．

医療用麻薬と他剤における配合変化についての意見，お

よび当院にて配合変化試験を予定している医療用麻薬との

配合試験対象薬剤についての意見（自由記載）を表 6 に

示す．配合変化試験を実施してほしいという意見が 35 件

あり最も多かった．また，流速の変動に関する懸念や，多

剤における配合試験やルート内またはシリンジ内での配合

を考慮した条件下での試験，1 週間など長期間の条件下で

の試験を実施してほしいという意見，皮下投与（適応外使

用）での可否を試験してほしいという意見もみられた．配

合変化試験対象薬について，試験の対象薬に追加してほし

い薬剤については 55 件の意見があり，輸液（高カロリー

輸液，アミノ酸製剤，維持液）11 件，循環器系薬剤 7 件

（ドパミン，フロセミド，ヘパリン），抗精神病薬 7 件（ク

ロルプロマジン，プロメタジン，レボメプロマジン），麻

酔関連薬 5 件（ドロレプタン，ケタミン）等が挙げられ

た．

考　　　察

本研究は，緩和領域において医療用麻薬と他剤の配合変

化に関わる点滴ルートマネジメントについての実態と情報

ニーズを認定薬剤師に対して調査したはじめての報告であ

る．本研究により，臨床現場において，配合変化試験が未

実施の組み合わせでの同一ルート内またはシリンジ内での

表 2　当院で検討している配合変化試験対象薬剤リスト

一般名 先発品　

抗菌薬・抗真菌薬 注射用アンピシリンナトリウム・スルバクタムナトリウム ユナシン-S 静注用Ⓡ

注射用タゾバクタム・ピペラシリン ゾシン静注用Ⓡ

注射用セファゾリンナトリウム水和物 セファメジンα注射用Ⓡ

注射用セフメタゾールナトリウム セフメタゾン静注用Ⓡ

注射用セフトリアキソンナトリウム水和物製剤 ロセフィン静注用Ⓡ

注射用セフタジジム モダシン静注用Ⓡ

注射用セフェピム塩酸塩 注射用マキシピームⓇ

注射用メロペネム メロペン点滴用バイアルⓇ

注射用バンコマイシン塩酸塩 塩酸バンコマイシン点滴静注用Ⓡ

リネゾリド注射液 ザイボックス注射液Ⓡ

レボフロキサシン注射液 クラビット点滴静注Ⓡ

注射用ミカファンギンナトリウム ファンガード点滴用Ⓡ

ステロイド薬 デキサメタゾンリン酸エステルナトリウム デカドロン注射液Ⓡ

ベタメタゾンリン酸エステルナトリウム注射液 リンデロン注Ⓡ

注射用プレドニゾロンコハク酸エステルナトリウム 水溶性プレドニンⓇ

循環器関連 ジゴキシン注射液 ジゴシン注Ⓡ

ジルチアゼム塩酸塩製剤 ヘルベッサー注射用Ⓡ

ニカルジピン塩酸塩注射液 ペルジピン注射液Ⓡ

ベラパミル塩酸塩 ワソラン静注Ⓡ

制吐剤関連 d-クロルフェニラミンマレイン酸塩注射液 ポララミン注Ⓡ

オクトレオチド酢酸塩注射液 サンドスタチン皮下注用Ⓡ 
ブチルスコポラミン臭化物製剤 ブスコパン注Ⓡ

プロクロルペラジンメシル酸塩注射液 ノバミン筋注Ⓡ

塩酸メトクロプラミド プリンペラン注射液Ⓡ

てんかん関連 ジアゼパム注射液 セルシン注射液Ⓡ

ホスフェニトインナトリウム注射液 ホストイン静注Ⓡ

レベチラセタム注射液 イーケプラ点滴静注Ⓡ

鎮静関連 デクスメデトミジン塩酸塩 プレセデックス静注液Ⓡ

ハロペリドール注射液 セレネース注Ⓡ

ヒドロキシジン塩酸塩注射液 アタラックス-P 注射液Ⓡ

フルニトラゼパム製剤 サイレース静注Ⓡ

ミダゾラム注射液 ドルミカム注射液Ⓡ

その他 ブロムヘキシン塩酸塩 ビソルボン注Ⓡ

人血清アルブミン アルブミナーⓇ

アセトアミノフェン静注液 アセリオ静注液Ⓡ

リドカイン塩酸塩 オリベス静注用Ⓡ

以上 36 種

注）医薬品は，日本医科大学多摩永山病院採用の製薬株式会社製品を中心に実施する予定である．
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配合を検討されているケースが多いことを明らかにした．

また，多くの薬剤師が配合変化に関する相談応需につい

て，不安を伴って回答を行っている現状が明らかになっ

た．

アンケートを依頼した対象者は緩和医療に精通した認定

薬剤師であり，薬剤師歴，緩和領域の経験年数はともに平

均 10 年を超えており，薬剤師歴および経験年数により回

答内容に大きな違いは認めなかった．加えて，回答者の

88.1% が緩和ケアチーム，緩和ケア病棟またはその両方を

兼務しており，十分に現状を反映している背景と考える．

配合変化に関する相談応需は，病棟が大半を占めてい

た．看護師から病棟専任薬剤師への相談応需では配合変化

に関するものが最も多く9），今回の調査においても同様な

傾向を認めた．配合変化に関する相談応需に対し 88.1%

の認定薬剤師が不安を感じており，配合変化データがない

薬剤の組み合わせに関して，ほぼすべての回答者が経験し

ていた．一方，配合変化以外に関する不安では，レス

キュー投与時の配合薬剤の流速変化や麻薬事故時の対応へ

の不安を回答として認めた．特に医療用麻薬と他剤の同一

ルートによる投与は，配合変化に問題がない場合において

も 40.5% が医療用麻薬と他剤の同一ルートでの投与に抵

抗があるとの回答であった．医療用麻薬注射薬は，シリン

ジポンプにて精密持続静注による投与が行われることや，

レスキューとして 1 時間量がフラッシングされる場合も

ある．そのため，医療用麻薬注射薬と他剤の配合は，医療

用麻薬を含めた配合薬剤の流速変動による影響が懸念され

ていると考える．また，麻薬事故に関する不安は医療用麻

薬を頻用する緩和医療特有の問題点であると考える．緩和

表 3　配合変化に関する問い合わせについて

n （％）

配合変化の問い合わせを最も多く受ける部署
病棟 134 72.4 
調剤・ミキシング
　（麻薬管理，内服調剤，注射調剤，製剤を含む） 23 12.4 
医薬品情報室 21 11.4 
緩和ケアチーム 2 1.1 
その他 5 2.5 

医師または看護師からの併合変化に関する問い合わせの頻度
よくある 89 48.1 
たまにある 90 48.6 
あまりない 5 2.7 
まったくない 1 0.5 

配合変化に関する質問への返答に不安を感じるか
よくある 36 19.5 
たまにある 127 68.6 
あまりない 20 10.8 
まったくない 2 1.1 

配合変化のデータがない薬剤の組み合わせに関する質問はあるか
よくある 98 53.0 
たまにある 79 42.7 
あまりない 8 4.3 
まったくない 0 0.0 

表 4　返答に不安を感じる事項

内容 件数

返答に不安を感じる事項
配合変化試験報告がなく，pH，物性や症例報告等から予測する場合
3 剤以上配合を検討する場合（実際に試験結果がなく，各 2 剤の配合変化試験から予測せざるを得ないため）
残存率の結果がない組み合わせの配合を検討する場合
採用している医薬品の配合変化試験結果がなく，先発品・他社後発医薬品の配合変化試験結果で代用する場合
配合変化試験結果以上の配合時間を検討する場合
静脈注射薬の皮下投与や皮下注製剤・筋注製剤の静脈内投与など適応外使用の場合
投与ルートの確保が困難な場合
配合変化試験と異なる条件での配合を検討する場合
側管から配合する場合やオピオイドのレスキュー実施をする際のルート内の薬剤流速変動の危険性
シリンジポンプ内で医療用麻薬と配合された薬剤がレスキュー時には同時に早送りされてしまう危険性

73
14
8
5
4
4
4
3
2
1

その他
医療用麻薬は単独投与を依頼している
使用する薬剤が決まっているので対応が可能である
配合変化に関する回答に自信がない場合は，製薬会社に確認して返答している

1
1
2
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医療における点滴ルートマネジメントでの不安の解消のた

めには，配合変化試験の実施だけでなく，配合薬剤の流速

変動および麻薬管理などを含めた体系化された点滴ルート

マネジメントを確立すべきと考える．

配合変化試験については，同一シリンジ内配合を実施す

るため 1 週間程度の長期間の配合変化試験実施を求める

意見を認めた．これは在宅医療などで注射薬の調製環境に

制限がある場合，1 週間程度，輸液もしくはシリンジポン

表 5　医療用麻薬（注射薬）のルートマネジメントについて

n （％）

院内医療用麻薬使用マニュアル内での配合変化に関する情報
配合変化早見表など具体的な薬剤について記載している 16 8.6 
具体的記載はないが単独投与などの注意喚起はしている 37 20.0 
マニュアルは作成しているが配合変化に関する記載はない 98 53.0 
マニュアルを作成していない 30 16.2 
その他 4 2.2 

医療用麻薬（注射薬）開始時に最も推奨する投与ルート
持続「皮下」注射 26 14.1 
持続「皮下」注射を推奨するが，状況により持続「静脈」注射 62 33.6 
持続「静脈」注射を推奨するが，状況により持続「皮下」注射 83 44.9 
持続「静脈」注射 14 7.6 

「配合変化に問題のない薬剤」との同一ルートでの投与について
まったく抵抗はない 35 18.9 
あまり抵抗はない 75 40.5 
やや抵抗がある 59 31.9 
抵抗がある 16 8.6 

「配合変化の情報がない薬剤」との配合について，pH 等を利用した可否の判断について
まったく抵抗はない 5 2.7 
あまり抵抗はない 53 28.6 
やや抵抗がある 101 54.6 
抵抗がある 26 14.1 

外観変化や pH 変化を検討した配合変化試験結果について
大変参考になる 88 47.6 
まあまあ参考になる 91 49.2 
ほとんど参考にならない 4 2.2 
まったく参考にならない 2 1.1 

表 6　医療用麻薬と他剤における配合変化についての意見

内容 件数

医療用麻薬の配合についての意見
配合変化試験を実施してほしい 35
レスキュー時に配合薬剤の流速変動による危険性がある 6
配合変化早見表の作成・公開をしてほしい 4
麻薬管理の視点から麻薬事故が生じた場合，配合していると処理が煩雑になる 2
医療用麻薬は単独投与を推奨している 2
配合変化早見表の公開により安易な配合を避けるような周知の仕方が必要である 1
配合変化試験で配合変化に問題がない組み合わせでルート閉塞が起こってしまっている 1
麻薬の配合変化について海外書籍を参考にすることがあるが同様として考えていいのか？ 1
オピオイド注射剤と具体的に配合変化を起こす薬剤のリストも重要であるが，オピオイドがどのような液性（pH や電解質
など）で力価低下を起こしやすいかといった情報があると薬学的判断の一助になる 1

抗菌薬との配合はさけるべきである 1
どのくらいの濃度で配合変化が生じたなど詳細な情報があると有用である 1

配合変化試験についての意見
ルート内・シリンジ内配合を考慮して複数の配合条件で実施してほしい 6
PCA ポンプを考慮して長期的（7 日程度）な安定性を検討してほしい 5
後発品・先発品のデータを網羅してほしい 3
残存率（力価）を検討してほしい 3
多剤配合変化試験を実施してほしい 2

その他の意見
皮下投与可能かどうかの試験を検討してほしい（皮膚刺激性など） 1
配合変化が生じた薬液が皮下投与時に皮膚にどのような影響があるのかも知りたい 1
配合変化が生じる組み合わせの対処方法を提示してほしい 1
混合する順番（3 剤以上）や生理食塩水等の希釈濃度により白濁した経験がある．一度白濁したらメモして，次に活かし
ている 1
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や低い傾向があり，限られた回答者による結果であること

が挙げられる．回答者の所属施設の環境として，急性期ま

たは療養型などの病院機能の違いや緩和ケア病棟の有無，

緩和ケアチームの有無などもアンケートの結果に影響を与

えている可能性がある．また，認定薬剤師すべてを対象と

しているため，同一施設で複数名回答している場合もあ

る．さらに，当学会のホームページ上に本研究の概要と回

答用フォームのリンクを掲載したため，認定薬剤師以外の

回答が混在している可能性が挙げられる．

今後は，緩和医療の医療安全に貢献すべく配合変化試験

を実施し，この結果に基づいた点滴ルートマネジメントを

確立していく予定である．

利益相反：すべての著者には，開示すべき利益相反はな

い．
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Survey of Actual Conditions and Information Needs 
Related to Drip Route Management for Board Certified 
Pharmacist in Palliative Pharmacy

Masato YOSHIDA,*1 Masayoshi KONDO,*1 Kazutoshi SUGAYA,*1 
Junya SATOU,*2, *3 and Hisamitsu TAKASE*1, *3

*1  Department of Pharmacy, Nippon Medical School Tama Nagayama Hospital, 
 1-7-1, Nagayama, Tama-shi, Tokyo 206-8512, Japan
*2 Department of Pharmacy, International University of Health and Welfare Hospital, 
 537-3 Iguchi, Nasushiobara, Tochigi 329-2763, Japan
*3 Research Promotion Committee, Japanese Society for Pharmaceutical Palliative Care and Sciences

　Abstract: In palliative care, securing a drip route is often difficult, and because medical narcotics and other 
drugs are administered via a limited number of routes, such as subcutaneously, proper drip route management is 
important to avoid issues such as incompatibility. However, there are only a few available reports on efforts to avoid 
incompatibility. Therefore, we conducted a questionnaire survey of Board Certified Pharmacists in Palliative Phar-
macy. Responses were received from 185 of 715 pharmacists. Approximately 95.7% of the respondents said that 
they received consultations for combination drugs in routes and bottles that had not undergone compatibility testing, 
with 88.1% saying that they experienced anxiety when answering these questions. The respondents also expressed 
concerns about incompatibility and changes to flow rates when the same route is used, which highlights the need for 
drip route management in palliative care. Going forward, we plan to establish methods for drip route management 
based on compatibility tests to contribute to the medical safety of palliative care.

　Key words:  palliative care, drug incompatibility, drip route management, medical safety
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